（消費税廃止各界連）2022年11月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税、廃止を求めています。
◆物価の上昇が止まりません。みなさんも実感しているのではないでしょうか。家計や商売は苦しくなる一方です。岸田政権は一体何をやっているのでしょうか。
◆岸田政権の打ち出した電気代、ガス代の負担軽減策は1世帯当たり、月額5,000円に過ぎません。しかも、制度開始は来年1月からです。いま苦しんでいる国民を直ちに支援するものではありません。
◆インフレは世界中で起きています。各国政府は国民の負担軽減のため迅速に対応しています。ドイツでは10月7日に天然ガスと地域熱にかかる付加価値税を来年の3月まで19%から7%に減税することを決めました。
◆ベルギーでは暖房用の燃料代に約44,000円の補助金を出すとともに、電気・ガスの税率を21%から6%に引き下げました。消費者への支援と事業者の負担軽減を同時に実施しています。
◆世界では99の国・地域で付加価値税が減税されています。日本でも物価高騰対策として消費税の減税を実施すべきです。いま苦しんでいる国民に手を差し伸べるべきです。
◆ところが岸田首相は、消費税を減税しようとしません。とんでもありません。「社会保障の財源だから」と言いますが、消費税が導入されてから社会保障は良くなったでしょうか。75歳以上の医療費窓口負担の2倍化や病床削減が行われ、物価高の中で年金も減額されました。介護保険の改悪も狙われるなど、社会保障は削減、縮小の連続です。
◆消費税が増税される一方で所得税、法人税は減税されてきました。消費税導入から33年が経過し、集めた消費税収は累計で476兆円に上ります。一方、法人税は324兆円、所得税、住民税は289兆円も減税されてきました。つまり、大企業や富裕層の減税の穴埋めに消費税が使われてきたということです。社会保障の充実に使われてきたのではないのです。
◆税の専門家は所得税、法人税を負担能力に応じて集めることで47兆円以上の財源が確保できると試算しています。不公平な税制を正せば、消費税に頼らない税制に変えることができます。
◆日本経済が深刻なダメージを追う中、自民党内では新たな増税策が議論されています。軍事費の大幅引き上げに向けた予算確保のために国民に増税を迫ろうというのです。
◆現在５兆円を超える軍事費を５年間で２倍化し、１２兆円規模の軍事費の確保を狙っています。米国からの兵器購入や兵器の研究開発などに莫大な税金を注ぎ込もうとしています。
◆いま必要なのは軍拡のための増税策ではなく、くらし、営業を守るための支援策です。周辺国との緊張を煽り、国民に不安と負担を押し付けるのではなく、憲法に基づく平和外交こそ行うべきです。
◆小規模事業者やフリーランスなどに、新たに消費税負担を迫るインボイス制度も大問題です。事務負担の増加や取引の停止、値引きなども危惧されています。コロナ禍や物価高騰など重い負担がのしかかる中で制度実施を強行すれば、事業継続を困難にすることは明らかです。
◆あらゆる業種がインボイス制度の対象となるため、農家やフリーランス、シルバー人材センターや文化芸術など様々な業界団体が反対の声を上げています。
◆いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率５％への減税を国会に求める請願署名です。ご協力をお願いします。税金の集め方、使い道を改めて、コロナ禍を乗り切り、平和で豊かな国づくりをめざしましょう。
